様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2021年　　1月　　13日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）
                              　一般事業主の氏名又は名称 
（ふりがな）
                              （法人の場合）代表者の氏名  　         印
住所　〒

法人番号　1010001095203　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	セブン&アイ経営レポート（統合報告書）2019年度版


	公表日
	　　2019年　6月　　26日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.7andi.com/ir/file/library/mr/pdf/20190626_all_a.pdf
44ページ

	記載内容抜粋
	新しい価値提供に向け、コンビニエンスストア・スーパーストア・各種専門店・ECサイトまでのグループ各社が連携し、お客様との関係性強化・顧客理解の深化・顧客ニーズに沿ったサービス提供を実現します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	機関承認されたを得た公開文書（統合報告書）に記載されている事項



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	セブン&アイ経営レポート（統合報告書）2019年度版


	公表日
	　　　2019年　6月　26日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.7andi.com/ir/file/library/mr/pdf/20190626_all_a.pdf
44ページ

	記載内容抜粋
	お客様との関係性強化・顧客理解の深化・顧客ニーズに沿ったサービス提供には、顧客・購買データのグループ統合把握が不可欠であり、グループ横断で「7iDによる顧客情報統合」を行います。さらに把握したデータで顧客理解を深め、当社ならではのサービスを提供し「お客様の離脱防止/定着化」と「優良顧客の育成」を図ります。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	機関承認された経営ビジョン・経営戦略に基づいて記載




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.7andi.com/company/organization.html


	記載内容抜粋
	社長・副社長直下にグループDX戦略本部を設置し、事業会社とタッグを組んでグループ全体のDX推進を統括しています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	セブン&アイ経営レポート（統合報告書）2019年度版
45ページ

	記載内容抜粋
	2018年6月に立ち上げた「セブン＆アイ・データラボ」では、グループ外の多様な事業会社、研究機関などのビッグデータとの連携を図り、データ分析などを行うとともに、これらを通じて新たなビジネスチャンスの創出や社会課題の解決を目指しています。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	セブン&アイ経営レポート（統合報告書）2019年度版


	公表日
	　　　　2019年　6月　26日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	セブン&アイ経営レポート（統合報告書）2019年度版
[bookmark: _GoBack]44ページ下段、45ページ表

	記載内容抜粋
	「7iDによる顧客情報統合」：
7iD会員数（2019年5月20日時点で累計1,500万人突破）

「お客様の離脱防止・定着化」：
利用継続率（74.4%から91.4%へ+17.0%ポイント改善）

「優良顧客の育成」：
月平均購買金額（5,698円から7,233円へ+1,535円）
月平均購買回数（8.4回から11.6回へ+3.2回）



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　2019年　6月　26日


	発信方法
	セブン&アイ経営レポート（統合報告書）2019年度版
16ページ

	発信内容
	お客様一人ひとりとの接点を強化し、購買傾向に合わせた特典の提供等、よりきめ細かな顧客サービスをタイムリーに実施。これまで事業会社ごとに保持してきた顧客情報を、グループとして一元管理してCRMを強化し、事業会社間の相互送客等を通じて顧客サービスの向上を目指しています。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　  2019年　7月頃　～　　　2020年　　7月頃


	実施内容
	システムの散在、外部ベンダーへの依存、ツールが標準化されていない事、ガバナンスメカニズムの整備不足を課題として認識しています。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　2019年　7月頃　～　　　2020年　　5月頃


	実施内容
	　情報セキュリティにおいては、7pay（セブンペイ）にかかわる不正アクセスが発生したことを受け、セキュリティについての専門性を有する人財を拡充し、当社グループにおけるセキュリティ施策を統括的に所管し、かつ、業務執行から独立した専門部署を設置しました。その上で、当社グループにおいて横断的に適用される、セキュリティに関するポリシー、ガイドライン等の再整備をし、社内教育の高度化およびモニタリングの強化を通じて、セキュリティに対する意識向上および高度化に取り組んでいます。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

